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（1）フロントランナーにふさわしい高度なインフラの整備

1 ネットワークインフラの整備・推進

セキュリティメニュー 

（ドア・窓） 
玄関　開 台所　閉 居間　閉 寝室　閉  

照明 ガス 

※　図表中の地名は必ずしも実施主体を示すものではなく、主に実験を実施した地域を示すものである 

IPv6のセキュリティ機能を利用し、遠隔住
民相談システムを構築。運用コストを削減し、
住民サービスを効率化。 

■住民相談サービス（台東区） 
IPv6のもつ複数の接続を同時に制御する機能、IPv6の各種設
定簡素化機能を利用し、防犯対策のための映像情報配信を安
全に行うセキュリティタウン・サービスを実施。 

■セキュリティタウン・サービス（川崎市） 
 

IPv6の特徴である接続の容易性、維持管理のしやす
さを活用し、画像による定点観測や携帯端末による
迅速かつ柔軟な情報提供、音声通話等のシステムを
構築。 

■災害対策システム（新冠町） 

IPv6を利用した情報送信を行い、ケア端末を遠隔制御する宅内ケアサー
ビスを実現するとともに、IPv6移動体端末による訪問サービスを実施。 

温湿度の 
制御 

人感センサー 
監視カメラ 

エレベータの 
監視 

外部センター（IPv6） 

IPv6 
ネットワーク 

■在宅ケア支援サービス（旭川市） 
 

IPv6を利用した情報送信を行い、住民向け
情報提供サービスを構築。 

Push型 
配信サーバー 

自治体 

監視カメラを 
街頭に設置 

住民 

■住民向けPush型情報提供サービス 
　（大阪市近郊） 
 

複数の文化施設等において豊富なIPv6アドレ
スを利用することにより、遠隔で空調やエレ
ベータを一括管理し、ビルファシリティの効
率的運用の可能性を検証。 

管理センター・ 
設備ベンダー 

美術館・劇場 

■ビルファシリティー管理（東京都） 

IPv6 
ネットワーク 

IPv6 
ネットワーク 

IPv6 
ネットワーク 

IPv6 
ネットワーク 

ケアセンター 

在宅ケアサーバー 

バイタル 
データ 

状況把握サービス 

健康相談サービス 
遠隔制御サービス 

訪問員 

高齢者宅 保健師 

訪問高齢者宅 

住民相談キオスク端末 市民への災害情報提供 

災害対策本部 
 

監視カメラ 

監視サービス 

セキュリティ会社 一般ユーザ等 メンテナンスセンター 

制御機能 MPMH対応PF

図表3-3-1 平成17年度IPv6移行実証実験の実施事項例



2 IP時代における電気通信番号の在り方に関する
研究会

3 世界最先端のブロードバンドの整備推進
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電気通信基盤充実臨時措置法等による支援策 

低利融資 

利子助成 

債務保証 

税制優遇措置 
 
法人税の特別償却（国税） 
 
固定資産税の課税標準の圧縮（地方税） 
 

・光ファイバ、ADSL等のブロードバンド基盤整備の 
　ための投資に係る資金需要に対する低利融資 

・上記低利融資に係る利子につき、情報通信研究機
構から事業者に対する助成金交付 
  （下限金利につき、過疎地域等優遇あり） 
・助成幅：最大2.0％ 
・助成後下限金利：条件不利地域＊ 当初5年間　1.6％＊＊ 

 6年目以降　2.1％ 
その他の地域 当初5年間　2.0％ 
 6年目以降　2.5％ 

＊：過疎、離島、半島、振興山村、特定農山村及び豪雪地帯のいずれ
かの地域 

＊＊：財投金利が1.6％を下回る場合には、財投金利を適用 

・ブロードバンド整備時の資金借入についての、情
報通信研究機構による債務保証 

図表3-3-2 電気通信基盤充実臨時措置法等による支
援策

１第7節1 地理的ディバイドの是正　参照



1 ICANNの役割

2 我が国におけるIPアドレス・ドメイン名の適切
な運営

3 インターネットガバナンスの在り方に関する議
論について
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（2）IPアドレス・ドメイン名の管理

1 技術基準の見直しの検討

2 次世代IPネットワーク推進フォーラム

（3）ネットワークのオールIP化に向けた対応
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産 

学 官 

関係団体 

事業者 

アプリケーション 
制作者 
 

学識経験者 研究機関 

ITUの標準化活動 
への戦略的取組 

 
 

産官学の連携の下、事業者、ベンダー、学識経験者等が結集し、
相互接続試験・実証実験を総合的に実施するとともに、研究開発・
標準化等を戦略的に推進 

ネットワークのオールIP化の早期実現に向けて、
ネットワーク技術の実証・標準化等を総合的に推
進することが必要 

アナログ電話網からIP網へ 
 2005年 2010年 

今会期 2008年 

2007年末 

事務局　情報通信研究機構（NICT）　平成17年12月16日設立　211社・機関が参加 
 

ベンダー 

技術基準の検討 
（2005.10.31　情報通信審議会諮問） 

ネットワークのIP化に対応した 
技術基準の見直し 

総　務　省 

次世代IPネットワーク推進フォーラム （会長：東京大学名誉教授　齊藤忠夫） 

相互接続試験 

実証実験 

研究開発・標準化 

普及促進・情報交換 
戦略的に推進 

図表3-3-3 次世代IPネットワーク推進フォーラム

1 第3世代携帯電話システムの高度化

2 第4世代移動通信システムの研究開発・国際標
準化

3 イリジウムシステムに係る携帯移動地球局等に
関する規定の整備

（4）移動通信システム
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衛星軌道及び衛星数 6軌道上に各11機を配置（予備13機） 
軌道高度 約780km 
寸　法 高さ約4.5m×幅約8.25m（展開時） 
重　量 約700kg（打上げ時） 
寿　命 ～2014年 
周回周期 約100分（秒速6.8km） 
ビーム数 48スポットビーム／衛星（ユーザーリンク） 
 

23GHz帯 23GHz帯 23GHz帯 

端末 

端末 端末 

端末 

トラヒック 
制御端末 

関門 
地球局 

公衆網 

衛星概要 

通信装置収納部 
 
 
 

バス機器収納部 太陽電池パネル 

メインアンテナパネル 
（衛星⇔端末） 

電池、熱放射板 

衛星間リンクアンテナ 
（衛星⇔衛星） 

フィーダリンクアンテナ 
（衛星⇔関門局） 

Lバンド 
Lバンド 

Lバンド 

Lバンド 

Kaバンド 
 

図表3-3-4 イリジウムシステムの概要

UWB無線システムに関する検討

（5）UWB（Ultra Wide Band：超広帯域）無線システム

２伝送距離は短いものの、数百Mbps程度の高速伝送が可能なことから、既存の無線システムでは実現できなかった、パソコン周辺機器間の大容量
データ伝送が短時間で可能となる
３広帯域にわたり低消費電力で数百Mbps規模のデータを伝送できるUWB無線システムの特徴を活かすことにより、壁掛けTVディスプレイに画像を
伝送しながら、ワイヤレススピーカーに音声を伝送することも実現可能となる

プリンタ 
（ホスト） 

 

（クライアント） 
デジタルビデオカメラ 

パソコン 
（ホスト／クライアント） 

デジタルカメラ 
（クライアント） 

 

図表3-3-5 高速ファイル転送の利用イメージ

（ホスト） 
ホームサーバー 

 

（クライアント） 
壁掛けTVディスプレイ 

ワイヤレススピーカー 
（クライアント） 

 

図表3-3-6 ストリーミング伝送の利用イメージ
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UHF帯電子タグシステムの実現

（6）電子タグシステム

 
店舗のバックヤードでの利用例 

 

＜高出力型＞ 

フォークリフト等で搬入する際にゲートに設置した
リーダ／ライタによりパレット／ケースにはり付け
たタグを一括読み取り 

＜低出力型＞ 

 
パレット／ケース等に 

タグちょう付 
 
 

ゲート等 

リーダ／ライタアンテナ 

リーダ／ライタ 

フォークリフト 

荷物、ケース等にタグちょう付 
 

工場や空港のラインでの利用例 
 

単数ないしは少数のタグを個別読取 
 

図表3-3-7 950MHz帯パッシブタグシステムの利用例

無線局登録制度の導入、小電力データ通信システ
ム（5GHz帯無線LAN）の技術基準の策定、構造
改革特区における規制の特例措置の全国展開

（7）無線アクセスシステム ～超高速無線LANの実現～
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1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
4　建物間のアクセス回線等 
無線インターネットアクセス 
 
 
 
1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
1　オフィス等での無線LAN 
2　無線インターネットアクセス 
3　家庭内ネットワーク 
公共業務用無線アクセス 
加入者系無線アクセス 
 
 
 
1　無線インターネットアクセス 
2　アクセスポイントへの中継用回線 
3　オフィス等での無線LAN 
4　家庭内ネットワーク 

周波数帯 主な利用形態 

※　通信速度は、ベストエフォート 

2.4GHz 
 
 
 
5GHz 
（4.9～5.0GHz） 
（5.030～5.091GHz） 
 
5.2GHz 
（屋内） 
 
5.3GHz 
（屋内） 
 
18GHz 
22／26／38GHz 
 
 
 
25／27GHz 

54Mbps 
 
 
 
54Mbps 
 
 
 
54Mbps 
 
 
54Mbps 
 
 
156Mbps 
10Mbps 
 （P-MP） 
156Mbps 
（P-P） 
100Mbps 
400Mbps 
（近距離） 

平成14年2月省令改正 
（高度化） 
 
 
平成14年9月省令改正 
平成17年5月省令改正 
（高利得アンテナの利用） 
無線局登録制度の導入 
平成12年3月省令改正 
 
 
平成12年5月省令改正 
 
 
平成15年10月省令改正 
平成10年12月省令改正 
 
 
 
平成14年2月省令改正 
 

伝送速度※ 無線局免許 動　向 

不要 

不要 

不要 

不要 

要 

要 

登録が必要 
（小電力の端末は 
登録不要） 

図表3-3-8 無線アクセスシステムの概要

（8）ITS（高度道路交通システム）の推進
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入口 

出口 

段差が 
あります。 

電子タグで歩行者ITS等 

携帯電話システム（3G、4G） 
によるテレマティクス 

地上デジタル放送のITS応用 

車線変更します 近づき過ぎです 

車車間通信に適した情報通信 

新たなミリ波車載レーダー技術 高速ミリ波伝送 

料金は 
○○円 
です。 

○番が空いています。 
入場時間は○○です。 

スポット情報 

先行車 ミリ波 

側方車両 

高度道路交通情報 

～100m

DSRC

VICS ETC

現在のITS

ユビキタスITS

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
化 

高速
化 

情
報
高
度
化 

安全・安心 

ユビキタス 
ネット社会 

料金は○○円 
です。 

産学官連携、ITS 
関係省庁連携により推進 

図表3-3-9 ユビキタスITSの研究開発



1 地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向
けて行政の果たすべき役割～情報通信審議会中
間答申

2 地上デジタル放送等の円滑な普及のための情報
提供活動の推進
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（1）地上放送のデジタル化の推進

2 放送の高度化の推進

１　中継局整備の全体像の明確化 

本年中に、可能な限り、小規模中継局を含めたすべての地上波デジタル中継局整備のロードマップを策定・公表 

２　IPマルチキャストによる地上波デジタル再送信 

（1）2008年（平成20年）中に、HD品質によって、全国で開始。2008年までに再送信を実施するための仕組みを
確立するため、2006年（平成18年）から、都市難視聴解消上の効果の検証等を含め、SD品質において開始 

（2）上記の時間軸を踏まえ、以下を実施 
①　実証実験による技術・運用面の条件確認　＜年度内＞ 
②　IPマルチキャストによる放送の著作権法上の位置付けの明確化 
③　2006年開始の再送信の在り方について検討、結論を得る＜年度内＞ 

３　衛星の活用 

2007年内に衛星による地上波デジタル再送信の開始が目標 
①　本年8月を目途に技術条件等を確認する実証実験に着手、年度内に結論 
②　対象地域等について検討に着手、2006年内に結論 

４　「コピーワンス」等、著作権保護の運用を見直し 

「コピーワンス」（基本的にダビング不可。）等、デジタル放送の著作権保護の仕組みの運用を見直す方向で、
本年9月に放送事業者、メーカー等関係者で検討に着手、年内目途に結論 

５　アナログ受信機に係る周知 

本年内の開始を目途に、アナログ受信機に、2011年7月24日以降、単独では使用不可となる旨を告知するシール
貼付に着手 

図表3-3-10 情報通信審議会第2次中間答申の骨子～2011年全面移行ミッションの確実な実現に向けて～



3 「地上デジタル推進全国会議」における取組

4 公共分野における地上デジタル放送の高度な利
活用
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平成17年12月1日、地上デジタル推進全国会議で「行動計画（第6次）」※を策定。 
各関係者が具体的に取り組むべき事項について明記。 

各関係者の具体的取組 
 

※参考URL 「地上デジタル推進全国会議」ホームページ　http://www.digital-zenkoku.jp/index.html 
 

■地上テレビ放送事業者 

○中継局ロードマップの策定 
①小規模中継局を含め、可能な限り全ての中継局のロードマップ（視聴可能となる「時期」、「地域」の明示）
を策定・公表。 
②放送事業者は、最大限自助努力を原則として、当該ロードマップの実現に全力で取り組む。国は、その投資
環境整備のため、積極的に協力を行う。 

○地上デジタル放送ならではのサービスの普及促進等 
①ピュアハイビジョン比率の向上 
②携帯端末向け放送等、高度サービスの提供計画の明確化 

■受信機メーカー、販売店等 

○より低廉で多様な受信機の開発・普及の推進 
○携帯端末向け放送、サーバー型放送等高度サービスへの対応 
○すべての視聴者にとって使いやすい受信機等の推進 
○販売店における人材育成等 

■政　府 

○中継局ロードマップを確実に実現するための具体的方策、補完手段に関する目標の実現に向けた、IP、衛星等
補完措置手段の利用に関する諸条件の明確化・公表等、諸課題について、引き続き検討し、可能な限り早期に
結論を得る。 
○視聴者の立場に立って地上デジタル放送受信に係る知識やスケジュールについて、より正確かつわかりやすい
広報を実施する。（アナログ受信機へのシール貼付によるアナログ放送停波告知の開始　参考URL　http://www.soumu.go.jp/s-
news/2005/050930_15.html） 

アナログ停波告知シール 
 
アナログ停波告知ポスター 

図表3-3-11 地上デジタル放送推進の今後の取組



5 放送のデジタル化に伴う諸課題への対応

6 アナログ周波数変更対策の着実な実施

7 地上デジタル放送施設整備の推進
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8 放送のデジタル化に対応した高度放送システム
の研究開発
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1 電気通信役務利用放送法施行規則の一部改正

2 BS第9チャンネルのデジタル化

3 衛星放送の将来像に関する研究会の開催

4 BSアナログ・ハイビジョン放送の終了及び新
たなデジタル放送の開始に係る連絡会の開催

（2）衛星放送を取り巻く環境変化への取組



5 CSデジタル放送高度化委員会
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ＢＳアナログ放送（現行） ＢＳデジタル放送 追加割当周波数 
（ＷＲＣ2000） 

■　ＢＳ第９チャンネルのデジタル化 
・平成17年12月　 
　　新規にデジタルHDTV放送を行う３者を 
　　総務大臣が認定。 
・平成19年12月１日　 
　　放送開始予定。 

■　今後新たに利用可能となるＢＳ用周波数の利用の在り方 
・現在、「衛星放送の将来像に関する研究会」において検討中。 
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①ＢＳアナログ放送（ＮＨＫ ＢＳ－１・ＢＳ－２、ＷＯＷＯＷ）終了後（平成23年（2011年）まで）の３チャンネル 
②世界無線通信会議で日本に追加割当てされた新４チャンネルについて、その利用の在り方について検討中。 

図表3-3-12 BSアナログ放送終了後の3チャンネル及び追加4チャンネルの利用の在り方

１トランスポンダ当たり 
HDTV１チャンネル程度が限界 

1トランスポンダによるHDTVの 
多チャンネル伝送が可能に 

より高能率な 
圧縮方式 

圧縮 より効率の良い 
伝送方式 

送信装置 

最新技術を導入 通信衛星 

CSデジタル放送 
受信装置 送信アンテナ 

映像 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 
HDTV

技術的条件 

伝送路符号化方式 

現　状 

将来像 
情報源符号化方式 

【システムイメージ】 

図表3-3-13 CSデジタル放送の高度化のイメージ



1 地上放送のデジタル化への対応

2 ケーブルテレビの高度化の推進
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3大広域圏開始 ワールドカップ 
ドイツ大会 

北京五輪 アナログ放送停止 

ケーブルテレビ 
全体の加入世帯数 

地上デジタル放送 
視聴可能世帯数 

平成15年12月 
約700万世帯 
〔大幅に前倒し〕 

平成17年12月末 
約1,230万世帯 

○　設定する普及目標（ケーブルテレビによる地上デジタル放送の普及目標）　 
　　・最終普及目標　2011年初頭までに全加入世帯（予測；最大約2,300万世帯） 　 
　　　※　（社）日本ケーブルテレビ連盟「ケーブルテレビにおける円滑な地上デジタル放送の再送信に向けて」（2004年7月改訂）より 
 

図表3-3-14 地上放送のデジタル化への対応

（3）ケーブルテレビの高度化
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条件不利地域に該当する市町村がケーブルテレビ施設整備等の地域の特性に応じた情報通信

基盤を整備する場合は所要経費の1/3を、第３セクターが整備する場合は所要経費の1/4を

国が交付する。 

地域情報通信基盤整備推進交付金

（平成18年度創設） 

ケーブルテレビ施設を整備する際に必要な設備の資金について、日本政策投資銀行等が政策

金利による融資を行う。 
放送型CATVシステム整備事業 

デジタル放送に対応するためのケーブルテレビ事業者間の合併や共同デジタルヘッドエンド

保有会社の設立のために必要となる資金について、日本政策投資銀行等が補完的に出資する。 
CATV広域デジタル化事業 

利子助成 
認定事業者（※）が日本政策投資銀行等から受けた融資について、独立行政法人情報通信研究

機構が利子の助成を行う。 

債務保証 
認定事業者が行う施設の整備に係る資金調達について、独立行政法人情報通信研究機構が債

務の保証を行う。 

ふるさと融資に係る特例措置 ふるさと融資制度の利用に関して、雇用要件について弾力的な取扱いを認める。 

高度有線テレビジョン放送施設に

関する税制 

認定事業者が取得した光ファイバケーブル（幹線）の価額の5％を特別償却する。 

認定事業者が取得した光ファイバケーブル（幹線）、光端局装置の固定資産税の課税標準を取

得後５年度分それぞれ1/5軽減する。 

電気通信システム信頼性高度化促

進税制 

認定事業者が取得した非常用電源装置の固定資産税の課税標準を取得後５年度分1/6軽減する。 

中小企業等基盤強化税制 
中小企業者等が事業基盤強化のための設備を取得した場合、30％の特別償却又は7％の税額

控除を行う。 

施策名 

財政 
支援 

金融 
支援 

税制 
支援 

概　要 

※　認定事業者…電気通信基盤充実臨時措置法に基づく実施計画の認定を受けた者 

図表3-3-15 ケーブルテレビに対する主な支援措置

・・・・・ 

従来の主観評価による判定法の他、 
　①スペクトルマスク 
　②客観的画質評価　　による判定法を追加 
 

１　伝送波長等を規定 ３　性能規定点の追加 

放送信号伝送用光波長として1,500nm帯を規定 　一定以上の線路性能を有する戸建て・集合住宅では、 
現行の受信者端子に加えV-ONU入出力などでも性能規 
定が可能 

放送 

通信 

光送信機 

影響 

放送信号 

（インターネットサービス等） 
光送信機 

下り 上り 

波長 

分岐 

光増幅器 

光ファイバ 

波長多重など クロージャ 

WDM
V-ONU

通信ONU

テレビ受信機 

通信端末 

光成端箱 

MDF室等 
増幅器 

各戸 

V-ONU

受信者端子 棟内同軸配線 

集合住宅 

CN比45dB以上 

分
配
器

 

WDM

局舎内(ヘッドエンド） 
２　放送への影響の評価方法を追加 

図表3-3-16 FTTH等によるケーブルテレビネットワークのための省令改正



3 ケーブルテレビ政策に関する調査研究
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１　目的等 

　ケーブルテレビを取り巻く環境は、ICT分野の急速な技術革新を背景とした、放送のデジタル化、ブロードバンド
化の進展による通信事業者等との競争の激化のほか、市町村合併の進展など、昨今著しく変化している。 
　こうした状況を踏まえ、2010年以降を見据えたケーブルテレビのあり方、今後の課題の整理及びケーブルテレビの
発展に向けた総合的方策について議論を行うことを目的として本研究会を開催する。平成18年2月から開催し、おお
むね1年開催予定。 

２　検討項目　 

（1）ケーブルテレビの現状 
（2）ケーブルテレビを取り巻く国内外の動向 
（3）ケーブルテレビを巡る諸課題 
（4）2010年代におけるケーブルテレビの役割 
（5）ケーブルテレビの発展に向けた総合的方策 

３　構成員 

○学識者 
多賀谷一照　　千葉大学 法経学部教授（座長） 
音　　好宏　　上智大学 文学部新聞学科助教授 
後藤　滋樹　　早稲田大学 理工学部教授（座長代理） 
山下　東子　　明海大学 経済学部教授 
山本　隆司　　東京大学 法学部教授 

 
○ケーブルテレビ関連団体 
石橋　庸敏　　（社）日本ケーブルテレビ連盟 理事長代行・専務理事 
大塚　隆史　　（社）日本CATV技術協会 常任副理事長 
中村　正孝　　日本ケーブルテレビラボ 所長 

○放送関連団体、通信関連団体 
望月　雅文　日本放送協会 総合企画室〔経営計画〕局長 
森　　忠久　（社）日本民間放送連盟 常務理事 
竹岡　哲朗　（社）衛星放送協会 副会長 
森田　圭　　KDDI（株）ブロードバンド事業推進本部長 
清水　俊彦　東京電力（株）情報通信事業部長 

 
○地方公共団体 
寺坂　和利　鳥取県 企画部情報政策課長  
山口　博續　福島県西会津町 町長 
 

図表3-3-17 2010年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会について


